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○伊勢市自治会集会所建設等補助金交付要綱 

平成27年４月１日 

注　令和２年４月から改正経過を注記した。 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、地域のコミュニティ活動を促進し活性化を図るため、

自治会が行う集会所の建設、改築、増築、修繕、バリアフリー改修、空

調設備整備、ＬＥＤ照明設備整備、購入及び解体（以下「建設等」とい

う。）に要する経費の一部として、予算の範囲内において補助金を交付

することに関し、伊勢市補助金等交付規則（平成17年伊勢市規則第40号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（令6.4.1・一部改正） 

（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1)　自治会　市内の一定の区域を単位として、その区域内に居住する住

民（以下「地域住民」という。）の福祉の増進を図り、住みよい地域

社会の形成に資することを目的として、当該地域住民により結成され

た組織又はその連合組織をいう。 

(2)　集会所　自治会が所有している施設で、地域住民が集会等のコミュ

ニティ活動の拠点として使用するものをいう。 

(3)　建設　更地である土地に新たに建物を建築すること（建築に付随し

て行う第８号に規定する空調設備整備及び第９号に規定するＬＥＤ照

明設備整備を含む。次号において同じ。）をいう。 

(4)　改築　建物の一部を取り壊して、当該建物と一体となるように建物

を建築することをいう。 
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(5)　増築　既存の建物と一体になるように床面積を増加させることを

いう。 

(6)　修繕　既存の建物の一部が破損したものを修繕することをいう。 

(7)　バリアフリー改修　高齢者、障害者等が円滑に集会所を利用できる

ようにするために行う廊下の拡幅、トイレの改良、手すりの取付け、

床の段差解消等をいう。 

(8)　空調設備整備　建物本体に固定する空調設備の設置又は改修であ

って、工事を伴うものをいう。 

(9)　ＬＥＤ照明設備整備　建物本体に固定するＬＥＤ照明設備の設置

又は改修（ＬＥＤ照明設備以外の照明設備をＬＥＤ照明設備とする改

修を含む。）であって、工事を伴うものをいう。 

(10)　購入　既存の建物を新たに集会所として取得することをいい、購

入後に行う集会所として使用するために必要な改造を含む。 

(11)　解体　建物の全部を除去することをいう。 

(12)　耐用年数　次のアからウまでに掲げる建物の構造の区分に応じ、

それぞれアからウまでに定める年数とする。 

ア　木造　24年 

イ　鉄骨造　30年 

ウ　鉄筋造　50年 

（令6.4.1・一部改正） 

（補助対象者） 

第３条　補助金の交付の対象となる者は、自治会（連合組織を組織してい

る場合にあっては、連合組織に限る。）とする。 

２　前項の規定にかかわらず、その区域内に市が設置した公民館その他集

会施設で当該自治会が地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第

３項の規定による指定管理者の指定を受けているもの（総会その他の当
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該自治会の活動のために現に地域住民が使用しているものに限る。）が

存在する自治会（当該自治会を構成員として連合組織が組織されている

場合にあっては、当該自治会及び当該連合組織）は、補助金の交付の対

象としない。 

（補助対象事業） 

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、自治会の構成員の総意（連合組織にあっては、連合組織の総会その

他の意思決定機関の議決）に基づき行う集会所の建設等とする。 

２　前項の規定にかかわらず、補助対象事業が次の各号のいずれかに該当

する場合は、補助金の交付の対象としない。 

(1)　増築の場合にあっては、当該増築に要する経費（消費税及び地方消

費税を除く。）が100万円未満の場合 

(2)　修繕又はバリアフリー改修の場合にあっては、当該修繕又はバリア

フリー改修に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）が30万円

未満の場合 

(3)　建設、改築、購入又は解体の場合にあっては、既存の集会所（解体

の場合にあっては、解体に係る集会所）が耐用年数を経過していない

場合 

(4)　市から譲渡された集会所を解体する場合にあっては、当該集会所が

譲渡の日から10年（当該集会所が国の補助金の交付を受けて整備され

ている場合にあっては、当該補助金に係る財産の処分の制限に係る期

間又は10年のいずれか長い期間）を経過していない場合 

(5)　解体の場合にあっては、当該解体に係る集会所とは別の地域住民が

集会等のコミュニティ活動の拠点として使用する施設（当該解体後に

その土地に建設する予定の集会所を含む。）がない場合 

（令6.4.1・一部改正） 
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（補助の制限） 

第５条　既にこの要綱による補助金の交付を受けた者は、次の表の左欄に

掲げる区分の補助対象事業を行う場合にあっては、同表の中欄に掲げる

これまでに行った補助対象事業の区分に応じ、その建設等を完了した日

から起算して、それぞれ同表の右欄に掲げる補助制限年数を経過しなけ

れば、新たにこの要綱による補助金の交付を受けることができない。た

だし、災害による被害を受けた場合その他市長が特に認めた場合は、こ

の限りでない。 

 区分 これまでに行った補助対象事業

の区分

補助制限年数

 建設 建設、改築又は購入 耐用年数

 増築 10年

 修繕、バリアフリー改修、空調設

備整備又はＬＥＤ照明設備整備

５年

 改築 建設、改築又は購入 耐用年数

 増築 10年

 修繕、バリアフリー改修、空調設

備整備、ＬＥＤ照明設備整備又は

解体

５年

 増築 建設、改築、増築又は購入 10年

 修繕、バリアフリー改修、空調設

備整備、ＬＥＤ照明設備整備又は

解体

５年

 修繕 建設、改築、増築、修繕、バリア

フリー改修、空調設備整備、ＬＥ

５年
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２　補助金の交付は、一の自治会（連合組織を組織している場合にあって

は、連合組織に限る。）に対し、一の集会所（第７条第２項に規定する

共同施設事業に係る集会所を含む。）について行うものとし（解体を行

う場合は、この限りでない。）、同一年度内においては、前項の表の左

欄に掲げる補助対象事業の区分のいずれかのみについて行うものとする。 

（令6.4.1・一部改正） 

（補助対象経費） 

 Ｄ照明設備整備購入又は解体

 バリアフリー改修 建設、改築、増築、修繕、バリア

フリー改修、空調設備整備、ＬＥ

Ｄ照明設備整備、購入又は解体

５年

 空調設備整備 建設、改築、増築、修繕、バリア

フリー改修、空調設備整備、ＬＥ

Ｄ照明設備整備、購入又は解体

５年

 ＬＥＤ照明設備整備 建設、改築、増築、修繕、バリア

フリー改修、空調設備整備、ＬＥ

Ｄ照明設備整備、購入又は解体

５年

 購入 建設、改築又は購入 耐用年数

 増築 10年

 修繕、バリアフリー改修、空調設

備整備又はＬＥＤ照明設備整備

５年

 解体（これまでにこの

要綱による補助金の

交付の対象となった

集会所の解体に限

る。）

建設、改築又は購入 耐用年数

 増築 10年

 修繕、バリアフリー改修、空調設

備整備、ＬＥＤ照明設備整備又は

解体

５年
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第６条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、集会所の建設等に係る工事費又は取得費とする。ただし、次に掲げ

る経費は、除くものとする。 

(1)　敷地の購入、賃借及び造成等に要する費用 

(2)　既存の建築物の移転に要する費用 

(3)　工事に係る設計、申請手続等及び登記に要する費用 

(4)　外構工事に要する費用 

(5)　備品購入費（第２条第８号に規定する空調設備及び第９号に規定す

るＬＥＤ照明設備の購入費を除く。） 

２　前項の場合において、集会所の建設等に関し、他の制度による補助金

その他これに類するもの（次項に規定する補助金を除く。以下この項に

おいて「補助金等」という。）の交付を受けている場合にあっては、前

項の補助対象経費から当該補助金等の額を控除した額を補助対象経費と

する。 

３　集会所に伊勢市自主防災補助金等交付要綱（平成17年11月１日施行）

による補助金の交付の対象となる防災資機材庫（以下「防災倉庫」とい

う。）を併設する場合の補助対象経費は、前２項の規定による補助対象

経費の額に、集会所の床面積から防災倉庫の用に供する部分の床面積を

除いた床面積を集会所の床面積で除して得た数を乗じて得た額（その額

に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

（令6.4.1・一部改正） 

（補助金の額） 

第７条　自治会が単独で又は連合組織が行う集会所の建設等に係る補助金

の額は、別表第１のとおりとする。 
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２　２以上の自治会が共同して行う集会所の建設等（連合組織により行わ

れるものを除く。以下「共同施設事業」という。）に係る補助金の額は、

別表第２のとおりとする。 

（共同施設事業の補助金の受領の代表者） 

第８条　共同施設事業を行う自治会は、そのうちから補助金の受領につい

ての代表者を選任しなければならない。 

（補助金の事前届） 

第９条　補助金の交付の申請をしようとする自治会（以下「申請者」とい

う。）は、補助対象事業を実施する年度の前年度の９月30日までに伊勢

市自治会集会所建設等補助金交付申請事前届出書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、緊急に補

助対象事業を実施する必要があるときは、この限りでない。 

(1)　建設等に係る経費の見積書等の写し 

(2)　建設等に関する図面の写し（平面図、立面図等） 

(3)　自治会の会則 

(4)　その他市長が必要と認める書類 

（令2.4.1・一部改正） 

（補助金の交付申請） 

第10条　申請者は、伊勢市自治会集会所建設等補助金交付申請書（様式第

２号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1)　建設等に係る収支予算書 

(2)　建設等に係る経費の見積書の写し（工事費内訳書を含む。） 

(3)　建設等に関する図面の写し（位置図、平面図、立面図等） 

(4)　工事請負契約書の写し（購入の場合は、売買契約書（案）の写し） 

(5)　自治会の予算書 
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(6)　総会の会議録、構成員の同意書その他集会所の建設等に関する自治

会の意思決定を証明する書類 

(7)　共同施設事業を行う自治会にあっては、当該集会所を共同して使用

する旨を約したことを証する書類及び共同施設事業補助金受領代表者

選任届（様式第３号） 

(8)　工事予定場所の現況又は購入予定物件の写真（着工前） 

(9)　第４条第２項第４号に規定する施設が確認できる書類 

(10)　その他市長が必要と認める書類 

（令6.4.1・一部改正） 

（補助金の交付決定） 

第11条　市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

補助金の交付を適当と認めたときは、伊勢市自治会集会所建設等補助金

交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２　市長は、前条の規定による補助金の交付申請が解体を行うものである

場合は、前項の審査において、補助対象経費が不当に高額でないことを

確認しなければならない。 

（令6.4.1・一部改正） 

（補助金の交付申請内容の変更等） 

第12条　前条の規定による補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補

助金交付決定者」という。）は、申請内容を変更しようとするとき、又

は補助対象事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、伊勢市自

治会集会所建設等変更承認申請書（様式第５号）に変更内容がわかる書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、伊勢市自治会集会所建設等変更承認通知書（様式第

６号）により補助金交付決定者に通知するものとする。 
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３　補助金交付決定者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合

又は補助対象事業の遂行が困難な場合は、速やかに伊勢市自治会集会所

建設等計画遅延等報告書（様式第７号）を市長に提出し、その指示を受

けなければならない。 

４　前項の規定による指示は、指示書（様式第８号）により行うものとす

る。 

（実績報告） 

第13条　補助金交付決定者は、当該事業が完了したときは、伊勢市自治会

集会所建設等実績報告書（様式第９号）に、次に掲げる書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

(1)　建設等に係る収支決算書 

(2)　領収書の写し 

(3)　工事が完了したことが分かる書類（購入の場合は、売買契約書の写

し及び取得価額明細書） 

(4)　取得した集会所の登記事項証明書 

(5)　完成又は購入をした集会所の写真（建物の全景及び内部） 

(6)　土地の登記事項証明書 

(7)　土地の所有及び利用に関する権利書類 

(8)　その他市長が必要と認める書類 

２　前項の報告書は、補助対象事業の完了した日から起算して30日を経過

した日又は補助金の交付の決定があった日の属する市の会計年度の末日

のいずれか早い期日までに提出しなければならない。 

（補助金の交付確定及び確定通知） 

第14条　市長は、前条の報告書の提出があったときは、その内容を審査す

るほか、必要に応じて現地調査等を行い、補助対象事業の内容が適正と

認めるときは、当該事業に係る補助金の交付額を確定し、伊勢市自治会
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集会所建設等補助金交付確定通知書（様式第10号）により補助金交付決

定者に通知するものとする。 

（請求書の提出） 

第15条　前条の規定による通知を受けた補助金交付決定者は、伊勢市自治

会集会所建設等補助金請求書（様式第11号）を市長に提出しなければな

らない。 

（その他） 

第16条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

（平成27年度における申請の特例） 

２　平成27年度においてこの要綱による補助金の交付を申請しようとする

場合においては、第９条の規定は適用しない。 

附　則（平成28年４月１日） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附　則（平成31年４月１日） 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附　則（令和２年４月１日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附　則（令和３年９月１日） 

（施行期日） 

１　この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前のそれぞれの要綱

に定める様式（次項において「旧様式」という。）により使用されてい
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る書類は、この要綱による改正後のそれぞれの要綱に定める様式による

ものとみなす。 

３　この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 

附　則（令和６年４月１日） 

（施行期日） 

１　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２　この要綱による改正後の伊勢市自治会集会所建設等補助金交付要綱

（次項において「新要綱」という。）の規定は、この要綱の施行の日以

後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金につ

いては、なお従前の例による。 

３　この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の伊勢市自治会集

会所建設等補助金交付要綱（次項において「旧要綱」という。）様式第

１号及び様式第２号により使用されている書類は、新要綱様式第１号及

び様式第２号によるものとみなす。 

４　この要綱の施行の際現にある旧要綱様式第１号及び様式第２号による

用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附　則（令和７年４月１日） 

　（施行期日） 

１　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の伊勢市自治会集

会所建設等補助金交付要綱（次項において「旧要綱」という。）様式第

１号及び様式第２号により使用されている書類は、この要綱による改正
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後の伊勢市自治会集会所建設等補助金交付要綱様式第１号及び様式第２

号によるものとみなす。 

３　この要綱の施行の際現にある旧要綱様式第１号及び様式第２号による

用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

別表第１（第７条関係） 

（令6.4.1・一部改正） 

 区分 補助対象面積 補助金の額

 建設又は改築 100m２以下 補助対象経費の２分の１（500万円を上

限とする。）

 100m２超150m２未

満

補助対象経費の２分の１（500万円に

100m２を超える１m２毎に４万円加算し

た額を上限とする。）

 150m２以上 補助対象経費の２分の１（700万円を上

限とする。）

 増築 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 修繕 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 バリアフリー

改修

補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 空調設備整備 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 ＬＥＤ照明設

備整備

補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 購入 100m２以下 補助対象経費の２分の１（500万円を耐
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注 

１　補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

るものとする。 

２　補助対象面積は、0.74m２に自治会の世帯数を乗じて得た面積と集

会所の延べ面積のいずれか小さい方とする。 

３　世帯数は、前年度の９月30日における市長の定めるところにより

算定した広報紙の配布世帯数とする。 

４　残存期間は、当該建物の耐用年数から、購入した年度の４月１日

現在における当該建物の建築経過年数を控除した年数とし、その期

間に１年に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

別表第２（第７条関係） 

（令6.4.1・一部改正） 

 用年数で除した額に、残存期間を乗じ

た額を上限とする。）

 100m２超150m２未

満

補助対象経費の２分の１（500万円に

100m２を超える１m２毎に４万円加算し

た額を耐用年数で除し、残存期間を乗

じた額を上限とする。）

 150m２以上 補助対象経費の２分の１（700万円を耐

用年数で除した額に、残存期間を乗じ

た額を上限とする。）

 解体 補助対象経費の２分の１

 区分 補助対象面積 補助金の額

 建設又は改築 100m２以下 補助対象経費の２分の１（1,000万円を
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 上限とする。）

 100m２超150m２未

満

補助対象経費の２分の１（1,000万円に

100m２を超える１m２毎に10万円加算し

た額を上限とする。）

 150m２以上 補助対象経費の２分の１（1,500万円を

上限とする。）

 増築 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 修繕 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 バリアフリー

改修

補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 空調設備整備 補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 ＬＥＤ照明設

備整備

補助対象経費の２分の１（100万円を上

限とする。）

 購入 100m２以下 補助対象経費の２分の１（1,000万円を

耐用年数で除した額に、残存期間を乗

じた額を上限とする。）

 100m２超150m２未

満

補助対象経費の２分の１（1,000万円に

100m２を超える１m２毎に10万円加算し

た額を耐用年数で除し、残存期間を乗

じた額を上限とする。）

 150m２以上 補助対象経費の２分の１（1,500万円を

耐用年数で除した額に、残存期間を乗
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注 

１　補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

るものとする。 

２　補助対象面積は、0.74m２に自治会の合計世帯数を乗じて得た面積

と集会所の延べ面積のいずれか小さい方とする。 

３　世帯数は、前年度の９月30日における市長の定めるところにより

算定した広報紙の配布世帯数とする。 

４　残存期間は、当該建物の耐用年数から、購入した年度の４月１日

現在における当該建物の建築経過年数を控除した年数とし、その期

間に１年に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 じた額を上限とする。）

 解体 補助対象経費の２分の１
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様式第１号（第９条関係） 

（令6.4.1・全改） 

様式第２号（第10条関係） 

（令6.4.1・全改） 

様式第３号（第10条関係） 

様式第４号（第11条関係） 

様式第５号（第12条関係） 

（令3.9.1・一部改正） 

様式第６号（第12条関係） 

様式第７号（第12条関係） 

（令3.9.1・一部改正） 

様式第８号（第12条関係） 

様式第９号（第13条関係） 

（令3.9.1・一部改正） 

様式第10号（第14条関係） 

様式第11号（第15条関係） 

（令3.9.1・一部改正） 


